
平成２２年度北茨城市立総合病院 改革プラン点検・評価について 

 

挨拶 

昨年に引き続き平成 22 年度の改革プランに対して点検・評価を実施いたしました。東日本

大震災で大きくかわった医療環境を再構築することによって、県北の医療を守るべく地域

に即した医療提供を考えてまいります。また、点検・評価にあたり評価委員の皆様方の温

かい御意見をいただき感謝申し上げるとともに職員一同、研鑽をしてまいります。 

北茨城市立総合病院 

院長  土井幹雄 

 

平成２２年度に策定いたしました改定版改革プラン（以下、改定版）点検・評価につき

まして、その結果を公表します。 

 

公立病院として今後果たすべき役割について 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により、北茨城市の医療環境が変化した

ことから、改めて今後の果たすべき役割として医療需要・災害対策等を考え地域に即した

医療の提供を検討する。 

 

一般会計における経費負担の考え方について 

 経費負担の考え方は繰出し基準に関する総務省通知に基づき地方交付税単価などを参考

に決定するほか、北茨城市の独自の繰り出し基準を決定しています。 

内容としては、平成２２年度の一般会計からの総繰入れ金額９億９,０００万の内、繰出

し基準に基づく総金額は３億５，５８８万８千円でした。また、北茨城市独自の基準に基

づく繰出しは総額で６億３，７１１万２千円でした。２１年度の総繰入れの金額は６億２，

０００万円で、前年比３億７，１００万円の増となりましたが、不良債務の解消分の金額

２億７，０００万円が含まれ昨年度に対して実質の赤字増分は１億円となりました。 

 

１  経営効率化に係る計画について 

 （１）財務に係る数値目標 

平成２２年度の各種経営指標は下記のようになります。評価委員からの御意見をいただ

き東日本大震災前と後の数値で各経営指標を公表することといたしました。 

 

 

 

 

 

 

 



震災前の結果は表１のとおりです。 

（表　１）

病床利用率（160床）
患者１人1日あたり収入額（入院）

患者１人1日あたり収入額（外来）

医業収支比率

経常収支比率
医業収益対職員給与費比率

病床利用率（210床）
病床利用率（199床）

84.0% 84.7%

上記目標数値設定の考え方

提供する医療の内容を反映し、診療単価に直接関係する指
標を選択した。

（経常黒字化の目標年度：平成２８年度）

40,000 39,701 単位：円
8,000 8,033 単位：円

41.7% 41.4% 許可病床数
51.9% 51.5% 実働病床数

―

備考

82.5% 85.5%経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標
22年度計画
2月末

22年度実績
2月末実績

68.9% 69.8%

 

 

ア 経常収支比率について 

経常収支比率の計画値８２．５％に対して実績値８５．４９％です。 

経常収益（医業収益と医業外収益の合計）の計画値は２０億５，１００万円に対して実

績値は１９億４，５００万円で１億６００万円の減。経常費用（医業費用と経費の合計）

の計画値は２４億８，７００万円に対して実績値は２２億７，５００万円で２億１，２０

０万円の減。その結果、経常収支比率は２．９９％の増。達成率は１０３．６％です。 

 

イ 医業収益対職員給与費について 

医療収益対職員給与比率の計画値は６８．９％に対して実績値は６９．８％であり０．

９％の増です。 

 

ウ 病床利用率について 

許可病床１９９床の計画値は４１．７％に対して４１．４％と０．３％の減。１日当た

り平均入院患者数は、計画値８３人に対して実績値８２．５人です。結果として０．３％

の減です。 

 

エ 医業収支比率について 

医業収支比率の計画値は８４％に対して実績値８４．７％と０．７％の増。達成率は１

００．８％です。医業収益１９億８，３００万円に対し実績値１８億８，７００万円で９，

６００万円の減。医業費用の計画値は２３億６,０００万円に対して実績値２２億２，９０

０万円と１億３，１００万円の減です。 

 

 

 

 

 



震災前に対して、震災を含む平成２２年度の経営効率化に係る計画結果は表２のようにな

ります。 

（表　２）

患者１人1日あたり収入額（外来）

医業収支比率

経常収支比率
医業収益対職員給与費比率

病床利用率（210床）
病床利用率（199床）
病床利用率（160床）

患者１人1日あたり収入額（入院）

84.0% 81.9%

上記目標数値設定の考え方
提供する医療の内容を反映し、診療単価に直接関係する指
標を選択した。
（経常黒字化の目標年度：平成２８年度）

40,000 39,234 単位：円
8,000 8,001 単位：円

41.7% 39.9% 許可病床数
73.8% ― 実働病床数

―

備考
82.5% 80.8%経

営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標 22年度計画 22年度実績

69.0% 71.3%

 

 

ア 経常収支比率について 

経常収支比率の計画値は８２．５％に対して実績値８０．８％と１．７％の減。 

内容としては、経常収益（医業収益と医業外収益合計値）の計画値は２２億３，７０

０万円に対して実績値２１億５，１００で８，６００万円の減。達成率は９６．１％です。 

減収原因は東日本大震災の影響により３月１２日から３月２６日まで入院患者を受入が

できなかったことにより計画値の達成ができなかったことによると評価しています。 

経常費用の計画値は２７億１，２００万円に対して実績値２６億６，２００万円では５

千万円の減です。 

この減は、医業費用で計画値が２５億７千４百万に対して実績値２５億３，６００万円

で、３，８００万円です。また、医業外費用の計画値１億３，８００万円に対して実績値

１億２，６００万円で１，２００万円の減です。 

 

イ 医業収益対職員給与比率について 

医業収益対職員給与費の計画値６９．０％に対して実績値７１．３％で２．３％の増

です。 

医業収益の計画値は２１億６，３００万円に対して実績値２０億７７０万円と８，６０

０万円の減収となった分、その比率が上がったことによります。 

 

ウ 病床利用率について 

病床利用率の計画値は４１．７％に対して実績値３９．９％と１．９％の減。 

特に、３月は１日当たり入院患者数９６．５人を予定でしたが４３．４人と５３．１人

の減であり、その結果、病床利用率は計画値に届かず下回る結果になったと評価していま

す。 

 

エ 1 日当たり平均患者数（入院・外来）について 

一日当たりの入院患者数の計画値は８３名に対して実績値７９．５名で３．５名の減。



外来は３４５名に対して３３４．９名で１０名の減。これは、３月１３日から３月２７日

までの入院機能の停止と外来再開から一日当たりの患者数が減ったことによります。 

 

オ 医業収支比率について 

医業収支比率の計画値は８４．０％に対して実績値８１．９％で２．１％の減。 

医業収益の計画値は２１億６，３００万円に対して実績値２０億７，７００万円で、８、

６００万円の減。 

医業費用の計画値は２５億７，４００万円に対して２５億３，６００万と３，８００万

円の減です。 

 

（２）数値目標達成に向けての具体的な取り組及び実施期間 

改革プランのシートでは民間的経営手法の導入・事業規模・形態の見直し・経費削減・

抑制対策・収入増加・確保対策・その他の項目に分かれています。それぞれの項目に対し

て点検・評価を実施いたしました。 

 

ア 民間的経営手法の導入について具体的な取組について 

具体的な項目の中で勤務環境の整備については、医師の業務負担の軽減に向けて医師事

務作業補助者を 5 月から３名を４名に１名の増員を行いました。 

修学資金貸与医師の拡充については、平成２２年度は２名の医師に対して修学資金を貸

与しています。その反面、臨床研修指定病院に向けて指導医の確保は困難でした。患者サ

ービスの向上については、患者満足度調査は実施することができませんでした。この点に

つきましては、評価委員のご指摘をいただきました。 

 

イ 事業規模・経営形態の見直しについて 

事業規模・経営形態の見直しの具体的な項目として、診療報酬上のメリットから１９９

床へと届出を変更し１１床の返床を実施しました。その効果として診療報酬で外来管理加

算、特定疾患療養管理加算等により６，２００万円を獲得することができました。しかし

ながら、震災後の医療環境の変化から事業規模を再検討しています。 

 

次に経費削減・抑制対策について 

物流管理（ＳＰＤ）・医療材料の交渉の取組については、２２年度当初の定配置数１，５

４８品目を６５２品目に絞り込み、必要時には最小単位の請求とするように改善いたしま

した。 

保守・管理等については契約内容及び委託先の洗いだしを実施し、複数年契約による契

約金高の圧縮及び委託金額の減額を実施し１，２００万円弱の成果を上げました。 

未収金の回収については、過年度分窓口未収金に対して、専任の担当者を配置して、督

促状の送付や電話を増やし未収金総件数４５６件に対して完済１７件。分納回収１３７件

を実施いたしました。引き続き回収を強化していることと未収金の発生を未然に防ぐため



の限度額適用認定書や出産一時金の医療機関直接払いを実施し、２１年度の年度発生未収

金額６１４万円より２２年度発生未収金額は２４８万５，０００円で３６５万円減尐して

います。適正な人員配置については、急性期看護補助者のパート採用を実施の２名増。ま

た、医師事務作業補助者のために看護師を配置いたしました。 

 

エ 収入増加・確保対策について 

救急受入体制は救急外来担当制を段階別救急外来担当制に変更し、受入体制を強化した

結果、震災前の２月末までは２１年度実績５４４件（うち、北茨城市消防 ４７２件）に

対して２２年度実績６５３件（うち、北茨城市消防 ５５８件の８６件の増。）で１０９件

の増、１２０％の伸びです。また、年度別で比較をしてみますと２１年度５９４件（うち、

北茨城消防 ５１３件）に対して２２年度６８６件（うち、北茨城消防５９１件の７８件

の増。）で９２件の増となり、１１５．２％の増になります。 

各種健診受入については継続して実施しており、実施実績総数４６４件。金額９９０万

円です。 

医療機器の有効活用については、MRI 検査件数１６７件 CT 検査実績３４件の増となっ

ています。 

紹介患者の増については２１年度紹介率１２．３％に対して２２年度１５．８％で３．

５％の増になっています。また、統計表作成のための分析ソフトを導入致しました。 

亜急性期の拡大については、一般病床で対応し亜急性期対象患者様１名の実績であり拡

大はできませんでした。特別入院基本料の設定を見直す必要があると評価しています。 

分娩取扱については、震災前で２１５件に対して２３４件と１９件の増。１０８．８％

の増ですが、震災の影響により常勤医師が１名となり３月１１日以降、分娩を実施してい

ません。 

病床適正化については、ベットコントロールのための他職種サポートチームを結成して

対応することで平均在院日数１０．７日から１３．２日になりました。 

新規加算の取得については、急性期看護補助加算・医療機器等安全管理加算等の届け出

を行い、４６７万円の増収になりました。 

その他ですが、医師確保は継続実施としています。２１年度２名に対して２２年度３名

の常勤医師を招へいし確保いたしました。しかしながら、東日本大震災により２名退職及

び契約満了につき再契約ができなかった医師３名が退職となりました。 

職員の意思疎通を図ることによる経営状況を含めた情報共有化の徹底については、経営

情報の共有化に向け１２月より会議を実施いたしました。 

新病院建設に伴う施設のあり方及び運営体制についての協議の実施については、新病院

運営有識者協議会を３回開催いたしました。 

 

 

２ 再編・ネットワーク化に係る計画について 

この項目は、二次医療圏内の公立病院等の配置現状・都道府県医療計画における今後の



方向性・再編・ネットワーク化計画の概要及び当該病院における対応計画で構成されてい

ます。 

 

ア 二次医療圏内の公立病院等の配置現状について 

２次医療圏内の病院配置は変化していない状況です。 

 

イ 都道府県医療計画における今後の方向性について 

県の保健医療計画では改革プランの通りであるが、震災の影響を受け医療環境が激変し

たことから主な医療機能として「へき地医療拠点病院」として県の医療政策を担うととも

に、二次救急を担保しつつ、療養病棟を開設し、慢性期疾患への適用ができるのか検討し

ている。 

ウ 再編・ネットワーク化の概要及び当該病院における対応計画について 

当院の役割や機能性を検討しています。 

 

３ 経営形態見直しに係る計画について 

現況として、経営形態は公営企業法財務適用をしていますが、経営形態の見直しについて

は、平成２５年度に方針を決定し、公営企業法全部適用を目指す予定であるが、今後、公

営企業法財務適用、公営企業法全部適用、地方独立行政法人及び指定管理者制度を視野に

入れ継続して検討することとしています。 

 

 

 


